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八木バイオエコロジーセンターにおけるバイオガス化施設の実態とその評価に関する研究 

A study on the actual conditions and the evaluation of a Biogasification Facility: A case study of Yagi Bio 
Ecology Center 
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Abstract: In this study, we considered the potentiality of Biogasification Facility based on evaluating Yagi Bio Ecology Center, 
that is Biogasification Facility using livestock waste, on the material flow, economic performance and environmental load. On 
the material flow, the liquid fertilizer was not consumed as planned. On the economic performance, the payback period of 
construction investment calculated based on abatement cost by biogasification is less than the period of durability of this 
facility. Moreover there carbon dioxide emission is lower than traditional disposal of livestock waste. In conclusion, 
Biogasification has advantage compared with traditional disposal from the viewpoint of economic and environment. However 
this facility has some problems about material flow and running cost. It is important to improve material flow and running cost 
with increasing consumption of liquid fertilizer and setting up higher unit price of biogas energy. 
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１．はじめに 

バイオガス化（メタン発酵）は，畜産廃棄物，生ごみ，および

下水汚泥等の廃棄物系バイオマス中の有機物を嫌気性細菌によっ

て分解し，バイオマスを減量するとともに，バイオガスを発生さ

せることである。 
 バイオガス利用時に発生する CO2 はカーボンニュートラルで

あるので，生産したバイオガスを化石燃料に代替することでCO2

削減が期待できる。また，副産物として発生する肥料を適切に農

地へ還元することにより，不活性な炭素の形態で土中に埋没する

ことができ，二重のCO2削減効果がある。以上より，バイオガス

化は，循環型社会の形成に寄与し，地球温暖化の防止にも貢献し，

さらには，廃棄物を減量する等様々な効果が期待できる 1）。 
 日本の有機廃棄物の年間発生量は，畜産廃棄物8,900万ｔ，食

品廃棄物2,200万ｔ，下水汚泥7,800万ｔであり，これらをすべ

てメタン発酵によってメタンを生成すると，原油換算でそれぞれ

160 万kl，172 万kl，63 万kl となり，計 395 万kl ものエネル

ギー回収の可能性を有している 2）。しかし，日本におけるバイオ

ガス化施設は約450施設 3）であり，これはドイツでの約3,500施

設 4）の約8分の1しかなく，日本は欧州と比較してもバイオガス

化の導入が遅れているのが現状である。そのため，近年，バイオ

マスタウン構想により施設数は増加傾向にあるものの，2005年の

統計では，原油換算でわずか15万kl分しか生成できていない。  
 既往論文 5）によると，受け入れ量や生産量が計画値より下回る

など計画通りに運営できていない施設が多いことが指摘されてい

るものの，経済面と環境面の個々の評価だけであり，総合的な評

価に基づいてバイオガス化の意義を明らかにしたものは少ない。 
そこで，本論文では，日本の廃棄物系バイオマスの中で廃棄物

の年間発生量の最も多い畜産廃棄物を受け入れており，地域農業

と連携して，地域内循環を実現したバイオガス化施設としては先

駆的である八木バイオエコロジーセンターに着目して，物質フロ

ー・経済面・環境面の総合的な評価からバイオガス化の有用性を

明らかにするとともに，施設の普及が遅れている要因について考

察する。 
 

２．研究方法 
本論文では，ヒアリング調査及び既存の文献資料のデータを用

いて，以下の分析を行った。 
（１）物質フロー 

八木バイオエコロジーセンターにおける物質のフローを把握し，

計画値と実際値の較差の実態とその要因を明らかにした。 
（２）経済面 

バイオマスの適正処理である焼却処理及び排水処理（以下，従

来処理）の収支とバイオガス化の収支の差額（以下，従来処理削

減費用）を求め，収益性を評価した。さらに，従来処理削減費用

を収益とみなし，割引率を年利３％として，次式によって現在割

引価値になおして積算したものを用いて，建設費の投資額の回収

年数を試算した 6）。       
 
（n：回収年数，x：従来処理削減費用，y：建設費用） 
また，他のバイオマス利用施設との比較のため，受け入れバイ

オマス全量を堆肥化施設として処理した場合の運営収支（減価償

却費含む）を推計し，現状のバイオガス化施設の運営収支（減価

償却費含む）と比較した。 
（３）環境面 

環境面の評価として，バイオマスの収集から利活用までの物質

フローを基に，従来処理及び堆肥化とバイオガス化を比較して，

環境負荷が削減あるいは増加する過程におけるCO2排出量を算

出することによって，環境負荷削減効果を明らかにした。さらに，

代替法を適用してCO2削減量の貨幣評価額を求め，その評価額を

収入として計上したときの運営収支を再計算した。代替法では，

火力発電における化学吸着法によるCO2回収コストを用いた 7）。 
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３．結果 

（１）物質フロー 

図－1より実際の物質フローを見ると，バイオガス化施設に2.6
万tの畜産廃棄物を受け入れ，バイオガス化により，約 75 万m3

のバイオガスを生成し，約110 万kWh の電力を発電している。

また，副産物である液肥約 827t を無償で農家に提供している。

さらに，発電機で発生した熱は，温水として約344万MJ使用す

るが，約446万MJ放熱している。堆肥化施設では，約1万1,378t
の畜産廃棄物を受け入れ，これとバイオガス化施設での固形残渣

約4,665tを混ぜ合わせて約8,300tの堆肥を生産している。 

図－2の計画値との差が大きかった項目は，電力生産量であり，

計画値約185万kWh に対して，実際値が約110万kWh と減少

している。これは，受け入れバイオマス量の減少による，バイオ

ガス発生量の減少に加えて，ヒアリング調査より，発電機の故障

回避を目的とした抑制運転の結果，発電機の稼働率が低くなって

いることも原因であることが明らかとなった。また，発酵残渣は

一部を液肥として 3,650t を消費する計画が，実際は，その約 4
分の 1 である約 827t しか消費していない。受け入れバイオマス

量は計画値の約0.84倍の減少であったのに対し，液肥の実際の消

費量はそれ以上に大きく減少している。これは，液肥の還元先が

少ないためである。その原因として，液肥の運搬が困難で遠くに

運べないこと，液肥の散布車への注入に時間がかかること，必要

時期が決まっている水田への散布が主であることから農家の需要

が少ないこと，さらに，そもそも液肥に対する農家の認知度が低

いことがあげられる。発電機の排熱については，施設内の利用し

かなく，発生する熱量の半分以上を有効活用できていない。 

（２）経済面 

１）収益性の評価 
年間の支出（減価償却費除く）は9,272万円である 8）（表－1）。

内訳をみると，排水処理のための薬品費が4,500万円と最も高く，

支出の約49％を占める。これは，畜産廃棄物は含水率が高く，多

くの液体残渣が発生するが，前述の物質フローで述べたように，

液肥として消費できていない分を排水処理する必要があるためで

ある。 
年間の収入は約7,666 万円である 9）。畜産廃棄物処理代として

の徴収費が約4,969万円であり，収入の約65％を占めている。売

電収入は 884 万円であり 10），そのうち，関西電力への売電が 34
万円，グリーン電力補助金が200万円である。収入に占める関西

電力への売電の割合は，約 0.4％と非常に低い割合である。この

ように収入は，畜産廃棄物処理代としての徴収費が主で，売電に

よる収入割合が少ないといえる。これは，バイオマス発電による

電力が，現行では余剰分のみの買い取りであり，価格も購入電気

料金より安いためである。 
以上より，年間の収支は約1,606万円の赤字であり，それを国

や市からの補填でまかなっているのが実情である。このように，

収益性が低い要因としては，液肥の散布が少なく，排水処理のた

めの薬品費が支出割合の半分を占めていること，売電収入は，現

状のバイオガスエネルギー買い取り制度では買い取り価格が低く，

大きな収入とならないことがあげられる。 
収益性向上のためには，液肥の消費を増やすこと，売電収入を

上げることが考えられる。そこで，液体残渣の全量を液肥として

消費できた場合を試算すると，堆肥販売収入はなくなるが，年間 
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図－2 計画の物質フロー図 
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表－1 建設費,運営収支 
収支

項目 円 項目 円 円

バイオガス化施設 1,048,000,000
バイオガス化施設

助成金
566,290,000 -481,710,000

堆肥化施設 675,769,000
堆肥化施設

助成金
450,512,000 -225,257,000

合計 1,723,769,000 合計 1,016,802,000 -706,967,000

薬品費 45,000,000 処理費用徴収 49,689,532

電気料金 7,420,000 売電 8,840,000

発電機メンテナンス費 5,790,000 堆肥販売収益 17,541,730

その他メンテナンス費 5,850,000 液肥販売収益 587,343

消耗品費 1,440,000

燃料費 1,700,000

袋代（堆肥販売用） 4,400,000

労務費 14,960,000

その他 6,160,000

合計 92,720,000 合計 76,658,605 -16,061,395

支出 収入

建

設

費

運

営

費

 
 
で約 1,750 万円の利益が発生し 11），赤字が解消されることから，

液肥の還元先の確保が重要な課題の一つとなる。また，電力全量

買い取り制度になった場合，赤字がなくなるためには，売電価格

は最低22.4円/kWhである必要がある 12）。 
次に，畜産廃棄物処理施設としてみなした場合の従来処理費用

を試算した。具体的には，受け入れバイオマスの含水率から焼却

処理量または排水処理量を推計し，それにかかる費用を算出した。

焼却処理は，焼却処理施設における受け入れバイオマスあたりの

維持管理運営費用 13），排水処理費用は全国のし尿の処理費用 14）

を用いた。従来処理においては，肉牛糞尿，おから，あげ他は焼

却処分，乳牛・豚糞尿，豆乳，廃牛乳は排水処理するとした。算

出した結果，従来処理費用は約1億6,414万円となり，バイオガ

ス化が従来処理費用と比べて約7,142万円の削減効果があること

になる。したがって，バイオガス化施設は，畜産廃棄物処理施設

としては従来処理と比較して費用削減の効果が大きいといえる。 
２）施設投資の回収年数の試算 
従来処理削減費用を収益とみなして，バイオガス化施設の建設

費の回収年数を計算した。その際，バイオガス化施設の耐用年数

は20年とした。 
従来処理における徴収費を八木バイオエコロジーセンターと同

じ価格と考えると，収入は約4,969万円となり，これを前述の従

来処理費用1億6,414万円から差し引けば，年間の従来処理収支

は約1億1,445万円の赤字と試算された。よって，バイオガス化

施設を運営することによる従来処理削減費用は，年間約9,840万

円となる。建設費は，バイオガス化施設・堆肥化施設を合わせて

約 17 億 2,377 万円であり，そのうち，助成金により減じられた

負担額は，約7億700万円である（表－1）。これらより建設費負

担額の回収年数を計算すると，耐用年数を下回る9年となること

から，十分な削減効果を有するといえる。しかし，助成金を入れ

ない場合，回収年数は 26 年となり，建設費を回収するための削

減費用としては不十分であり，経済面では助成金に頼っている現

状にある。 
次に，バイオマス利用施設として，バイオガス化施設と堆肥化

施設の運営収支を比較した。堆肥化施設において，受け入れバイ

オマスの含水率から堆肥化が不可能なものは，排水処理するもの

とした。堆肥化施設の建設費および運営費は，受け入れバイオマ

スあたりの建設費（3,000万円/（t/日）），維持管理費（350万円/
（t/日））を用いて算出し 15），排水処理費は，従来処理と同様にし

尿のもので代替した。収入は，処理代の徴収費を八木バイオエコ

ロジーセンターと同じ価格とし，堆肥販売価格は，食品廃棄物・

畜産廃棄物により生産する一般的なケースとして，1tあたり

4,000円とし 16），全量が販売できるとした。 
堆肥化施設の建設費約26億円に対して，残存価格を10％とし，

耐用年数の20年で除する定額法によって算出した減価償却費は  

 表－2 環境負荷削減効果 

項目 増加（tCO2/年） 計（tCO2/年）

八木バイオエコロジー
センターの買電（関西電力）

59.4

八木バイオエコロジー
センターの燃料代（軽油）

39.9

従来処理の焼却施設重油 1,132.6

従来処理の排水処理 238.2

八木バイオエコロジー
センターの発電

327.4

化学肥料の製造・輸送（堆肥） 132.8
化学肥料の製造・輸送（液肥） 2.1

環境負荷削減分 1,733.9

99.3

1,833.2

環境負荷
増加

環境負荷
減少

1億1,740万円となる。維持管理費と排水処理費の合計約3億437  
万円と合わせて年間の運営支出は約 4 億 2,182 万円と試算され，

収入が1億1,538万円であることから，収支は約3億644万円の

赤字となる。 
一方，バイオガス化施設は，年間支出（減価償却費を除く）9,272

万円に，減価償却費7,757万円を加えた年間の運営支出が約1億

7,029万円となる。収入が7,666万円であるので，運営収支は約

9,363万円の赤字となる。つまり，バイオガス化施設の方が堆肥

化施設と比較して，年間約2億1,281万円赤字が少ない。 
このように，バイオガス化施設は，他のバイオマス利用施設で

ある堆肥化施設と比較しても費用削減効果が大きく，施設投資額

の回収年数も短くなるという結果になった。 
（３）環境面 

従来処理と比較して環境負荷が削減あるいは増加した過程の

CO2排出量を算出した。CO2排出係数は環境省排出係数一覧 17）

を参考とした 18）。また，CH4やN2O の排出量は地球温暖化係数

によりCO2排出量に換算し直し算出した。ただし，バイオガス化

で得られたバイオガスはすべて発電に使われるものと考え，CH4

や N2O の排出は考慮していない。また，液肥・堆肥は八木町内

で還元されるとし，輸送によるCO2増加は考慮しない 19)。 
環境負荷の増加項目としては，バイオガス化施設における電気

の購入，燃料の使用による増加が考えられ，減少項目としては，

焼却処理の際に燃焼補助として使用していた重油の削減，排水処

理量の減少による窒素酸化物排出量の減少，バイオガスによる発

電，堆肥および液肥の生産による化学肥料の削減が考えられる。 
従来処理と比較して増加した年間CO2排出量は，99.3 tと試算

される。主に施設運営のための買電により59.4 t増加し，燃料使

用からも39.9 t増加した（表－2）。 
減少した年間 CO2排出量は，1,833.2 t と試算される。最も効

果が大きいのは，従来処理である焼却処理の際の重油 20）を使用

しなくなったことの効果であり，1,132.6 tとなる。次いで大きい

効果はバイオガスによる発電 327.4 t である。堆肥の化学肥料代

替効果は132.8 t ，液肥の化学肥料代替効果は2.1t21）と少ない。 
よって年間のCO2削減効果は1,733.9 tとなり，バイオガス化

は，従来の廃棄物処理よりも環境面において優れているといえる。 
環境負荷削減効果を考慮してバイオガス化施設の収益性を総合

的にみるために，環境負荷削減効果の貨幣評価額を収入として計

上した。代替法により求めた収入増加分は，約728万円/年となり，

これにより運営収支（減価償却費除く）は，赤字が約878万円と

約半分近くまで削減される。つまり，バイオガス化施設は，環境

負荷削減効果を考慮すると，収益性が飛躍的に改善されるという

結果が得られた。 
同様に，受け入れバイオマスを全量堆肥化した場合と比較する

と，表－2の環境負荷増加項目に，堆肥化施設における堆肥生産

量16,423ｔに対応する化学肥料の製造・輸送段階のCO2排出量

として，新たに262.8tCO2が追加され，一方，環境負荷減少項目

の「焼却施設重油」が0となるので，環境負荷削減効果は338.5 
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tCO2となる。このことから，バイオガス化は堆肥化施設よりも環

境負荷削減効果を有するものの，その効果の大きさは非常に小さ

いことが明らかとなった。 
 

４．まとめ 

バイオガス化施設は，物質フローの評価より，液肥を計画通り

に消費できていないために，その排水処理費用が運営収支を圧迫

しいている。しかし，経済面において，従来処理として比較して

年間約9,840万円，堆肥化処理と比較して年間約2億1,281万円

の赤字が削減できることから費用削減効果は大きく，優れている

といえる。環境面の評価においても，バイオガス化は，環境負荷

削減効果が最も大きいが，堆肥化処理と比較すると，その削減効

果は小さいことが明らかとなった。このように，バイオガス化は，

経済面でも環境面でも従来処理や堆肥化処理よりも優れていると

いえる。さらに，環境面を考慮した総合的な評価から明らかなよ

うに，環境負荷削減効果を貨幣価値として収支に組み入れること

によって，経済性が飛躍的に向上するといえる。このことは，費

用分析における環境負荷の経済的評価の重要性を示唆している。 
以上のことより，バイオガス化施設は，畜産廃棄物施設やバイ

オマス利用施設としては，環境に優しく経済性を有する点におい

て，その有用性が高く，意義が認められる一方で，液肥や発電機

の排熱利用に見られるように，物質循環が不完全であるため，収

益性が低いという課題を有している。これらの有効利用は，経済

面のみならず，環境面への効果が期待できる。 
収益性を向上させ，施設のより一層の普及を目指すには，物質

循環の仕組みを整えることが，重要である。そのために，液肥の

利用を促進する必要があり，液肥の認識度を上げ，水田の他にも

耕作地への散布を増やす等，住民の理解・協力のもと，還元先の

さらなる確保が不可欠である。化学肥料より優先的に消費できる

仕組み作りなども有効であると考えられる。液肥を全て還元でき

た場合，運営収支は黒字となる。しかし，全てを循環させるのは

難しく，全量買い取りや，買い取り価格の改善も必要である。 
さらに，施設増加により，建設費のコストダウンが期待でき，

バイオガス化導入の追い風となると考えられる。このように，制

度が改善されることで，二重の効果により収益性が改善され，施

設の導入が進んでいくと思われる。 
経済産業省の再生可能エネルギーの全量買い取り制度の大枠に

おいて，将来的に買い取り価格は 15～20 円/kWh になる予定だ

が，これは新設の場合のみであり，既設については，何らかの考

慮をするとの記述だけである。八木バイオエコロジーセンターで

のシミュレーションによると，全量買い取りになった場合，22.4
円/kWh の買い取り価格で運営費の赤字がなくなると試算され，

既設も新設並の措置がないと厳しいといえる。また，この大枠で

は，新エネルギーによる買い取り価格は一律とするとしているが，

新エネルギーの発電コストはそれぞれで異なり，バイオガス化施

設は建設費にお金がかかるため，それぞれの事情に合わせて個別

に価格設定することが望ましいと考えられる。 
このように，物質循環の仕組みを整え，制度の改善をしていく

ことで，バイオガス化施設の収益性の向上につながり，普及が進

んでいくと考えられる。 
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